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2025年は、日本の『モノづくり』が輝く年となることを願っています。今後ますます日常生活にAIが浸透し、労働力を補い、
安心・安全な社会の実現へと進化していくでしょう。
クラウド主体のDX化に加え、現場のデバイスやエッジのポテンシャルはAIによってさらに高まります。クラウドとデバイスがつながり、
各々のデバイスにAIを実装し、相互に協調する新たな動きとなり、あらゆる産業機器や社会インフラが応えます。
これこそが、皆さまと共に日立情報通信エンジニアリングがめざす姿です。

我々が過去に注力してきた事業やテクノロジーには、テレコミュニケーション、ネットワーキング、自動車などの移動体・ヘルスケア・そして半導体に関する
エンジニアリングが含まれます。これらの連携や成長戦略については度々お問い合せをいただきましたが、
今こそパートナーの皆さまへ、基礎技術の融合とシナジーを通じてお手伝いできればと考えています。
テレコムは人と社会のコミュニケーションを活性化し、セキュアかつ高性能なネットワーキングでそれらをつなぎ、
エンジニアリングがカスタマイズやローカライズの最適化を図ります。
さらなるAI活用にも取り組み、これらのテクノロジーを受託開発やエンジニアリングサービスに展開し、
お客さまのご要望に具体的にお応えできるよう、尽力してまいります。

当社は、お客さまやパートナーの皆さまとともに、これらの要素技術を駆使し、次世代へ向かって進んでいきたいと考えています。
日立には多様な事業やサービスがあり、「One Hitachi」の精神の下、会社活動や社会貢献活動を一体化したチームが、
お客さまに最適なソリューションを提供します。
我々一社では成し得ないことも、日立グループ各社のノウハウや知見を生かすことで、
皆さまと共に高度なソリューションサービスを通じて社会や市場に貢献してまいります。

日立情報通信エンジニアリングは、長い歴史を積み重ねてきた中で、
お客さまやパートナーの皆さまからの叱咤激励を受けて成長してきました。
止めてはならない社会インフラや、誤ってはならないデータ基盤といったさまざまな開発や製品を通じて、
お客さまの声やご要望にお応えすることを大切にしています。
当社の企業理念は「日立創業精神の下、優れた情報通信技術で社会に貢献する」ことであり、
お客さまやパートナーの皆さまと共に歩んでいきたいと考えています。















商 号︓株式会社 日立情報通信エンジニアリング
設立年月日︓1965年9月21日(2013年4月1日～株式会社 日立情報通信エンジニアリング）
本社所在地︓〒220-6122　神奈川県横浜市西区みなとみらい2丁目3番3号
代   表   者︓代表取締役 取締役社長 中野 俊夫
資   本   金︓13億5千万円
売   上   高︓約722億円(2024年度)
従 業 員 数︓2,916名(2025年3月31日現在)

1 沿革 I 
沿革：1965年～ 2006年～ 2013年～

一

一

・品質マネジメントシステム1509001認証取得[」QA-2482]

•自動車ーサイバーセキュリティエンジニアリング

ISO/SAE 21434認証取得[FS/71/220/24/1295]

・建設業許可（電気通信） ［国土交通大臣許可（般—3)第22037号］

•第二種医療機器製造販売業許可［許可番号：14B2X10018]

当社が保有する3つの強み

·—
一

認証と資格 I 
・礫境マネジメントシステム15014001認証取得 [」QA-EM0475]

・プライバシーマーク［第10300023号］

・古物営業許可 ［神奈川県公安員会許可第451430003732号］

・医療機器修理業許可［許可番号：1485200247]

1 役員 I 
代表取締役取締役社長 中野 俊夫
取締役常務執行役員 榊原 広嗣
取締役常務執行役員 平田 博之
執行役員 岩見 健太郎
執行役員 田川 聡一郎
執行役員 山本 政信
執行役員 吉田 賢一朗

一

経営戦略本部

技術管理本部

IT戦略推進本部

営業統括本部

SCM統括本部

ネットワ ーキング事業部

エンジニアリング事業部

品質保証本部

調達本部

財務本部

人事総務本部

監査室
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